
 

農地中間管理事業に関する協議の結果の公表について 

 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第２６

条第１項に基づく農業者等（農業者その他の栄町が適切と認める区域の関係者

をいう。）の協議が行われたので、同項の規定により下記のとおり公表する。 

 

  平成３０年１０月１日 

 

                   栄町長  岡 田  正 市 

記 

１ 協議の場を設けた区域の範囲 

  栄町全域 

 

２ 協議の結果を取りまとめた年月日 

  平成３０年９月２８日 

 

３ １の区域における農業者において中心的な役割を果たすことが見込まれる

農業者の状況 

（１）法人化前の集落営農 ３経営体 

（２）法人経営      ３経営体 

（３）個人経営      ４４経営体 

 

４ ３の結果として、当該区域に担い手が十分にいるかどうか 

  担い手はいるが、十分とはいえない。 

 

５ 農業の将来の在り方 

  地域農業の中心となる水稲栽培を長期的に行うため、その基幹となる土地 

改良施設の更新及び修繕を行うとともに、農地の集積を図ることにより、 

経営規模拡大及び作業の効率化を目指す。併せて次世代の担い手の発掘を

行っていく。 

 

６ 農地中間管理事業の活用方針 

（１）地域の農地所有者は、原則として農地中間管理機構に農地を貸し付ける。 

（２）農地の出し手及び受け手のメリットを最大限活かすため、各集落単位で

協議の場を設け、農地集積・農地集約化対策事業費補助金（機構集積協力

金）の周知徹底を図りながら、農地中間管理事業へ誘導する。 


